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商工労働観光部

新型コロナウイルス感染症の影響拡大による県内企業への緊急調査について

商工労働観光部においては，３月に実施した「緊急出前相談」の結果を踏まえ，
４月９日（木）～４月１７日（金）まで，商工団体や県民局と連携し，「宿泊・観光・
旅行・飲食・イベント業」をはじめ，「運輸業」や「卸売業」，「製造業」など，幅広い
業種を対象に，ファクシミリやメールによる「緊急追跡調査」を実施しました。
３８３社から回答があり，取りまとめた結果は，次のとおりです。

１ 売上の状況
（１）対前年同月比で「売上が減少した」と回答した企業の割合

３月実績 ４月見込 ５月見込

全体 ７２％ ８５％ ８７％
（うち５０％以上減少：２８％） （うち５０％以上減少：４４％） （うち５０％以上減少：４９％）

宿泊・観光・旅行・ ９２％ ９９％ ９９％
飲食・イベント業 （うち５０％以上減少：５５％） （うち５０％以上減少：８４％） （うち５０％以上減少：８８％）

製造業 ６２％ ８０％ ８２％
（うち５０％以上減少：１０％） （うち５０％以上減少：２１％） （うち５０％以上減少：２６％）

（２）具体的な影響の内容
＜宿泊・観光・旅行・飲食・イベント・運輸業＞
・相次ぐキャンセルにより，売上げが激減している。
・イベントの中止や移動制限による消費の低迷が長引き，経営状況が悪化，
事業の縮小や休業，従業員を休ませるなどの対応を取っている。

＜製造業＞
・海外からの部品や原材料の調達に支障が出ている。
・緊急事態宣言を受け、営業活動や受注が減少している。

２ 雇用に関する対応（複数回答）
・雇用調整の実施（５９社） ・事業の時短・縮小（２５社）
・テレワークの実施（３４社） ・時差出勤（１５社）
・有休休暇の取得推進（２６社） ・ﾊﾟｰﾄ・ｱﾙﾊﾞｲﾄの休業・解雇（１０社）

３ 社員・従業員の方々の不安（複数回答）
・収入の減少（８０社） ・会社の存続（３１社）
・感染への不安（７６社） ・感染予防用品の不足（２５社）
・雇用の維持（４１社） ・県外出張や県外からの来客に対する不安（１９社）

４ 国・県への要望など（複数回答）
・給付金・助成金の支給（４５社） ・国税・地方税等固定費の負担軽減（１６社）
・申請手続きの簡素化，迅速な給付（４１社） ・収束後の大規模経済対策（１５社）
・雇用の維持に対する支援（２７社） ・返済金の支払い猶予（１１社）


